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魏 鍾振

北東アジア諸国を結ぶ高速船輸送
の実態と競争優位性に関する考察
――コンテナ船輸送と高速船輸送の比較を中心に――

１．はじめに

中国のWTO加盟以降、韓日中（以下、北東アジアという）間の貿易額は急激に増加し、２０１２年に

は６，８４９億ドルに達した。中国がWTOに加盟する前の２０００年（１，８４１億ドル）と比較すれば、１２年間

で３．７倍規模に貿易額が拡大している。また、域内貿易額が世界貿易額に占める割合を示す域内貿易

依存比率についてみると、輸出では２０００年の１７．２％から２０１２年の２０．８％に増加した。一方で、輸入

では２０００年の２５．２％から２０１２年の２３．６％に低下した。この背景には中国の経済成長に伴い、鉄鉱石

や石油などの需要が急増し、これらの輸入が拡大してきたことが域内輸入比率の低下につながったも

のの、依然として北東アジア域内の貿易依存比率は２０％を超えるなど、北東アジア諸国間の相互依存

関係が深化している。

さらに、北東アジア諸国、特に韓国と中国では外資企業を誘致するための投資環境の整備も進めら

れ、国境を越えたサプライチェーンが拡大している。こうした状況の中、北東アジア諸国間の貨物輸

送においては高速性や定時性などといった高度な輸送サービスに対するニーズが高まっている。それ

らのニーズに対応する輸送モードとしてコンテナ船輸送と航空輸送の双方のメリットを併せ持つ国際

フェリー・RORO（Roll On Roll Off）船（以下、高速船という）が注目されている１。

本研究では北東アジア諸国、主に経済的相互依存関係が進化している韓日中に焦点をあわせて、こ

の地域において貨物輸送のニーズが高まっている高速船輸送の現状と特徴を把握するとともに、北東

アジア諸国間の国際物流を担っているコンテナ船との比較を通して貨物輸送モードとしての高速船輸

送の競争優位性と、その活性化のための方策を検討しようとするものである。

２．北東アジアにおける高速船輸送の動向

２．１ 高速船ネットワークの整備状況

近年、北東アジア地域における高速船航路の整備は急拡大している。１９６０年代半ば以降、北東アジ

ア諸国間の友好・協力関係の進展に伴い、高速船の定期航路開設が活発化し、１９７０年に北東アジア初

１ 横山研治（２００４）「ロロ船と貿易システム」『立命館経営学』第４３巻第３号、６６頁。
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となる高速船航路が韓日間で開設された。その以来、北東アジア地域では、多くの高速船航路が開設

されており、２０１４年７月末現在までに合計２７航路が開設されている。その内、５９．３％（１６航路）が韓

国と中国を結ぶ韓中航路が占めており、韓日航路が６航路、日中航路は５航路となっている（図１、

表１）。港湾別に見ると、仁川港を中心に１０航路が開設されており、続いて平澤港と釜山港・釜山新

港がそれぞれ５航路、上海港が３航路と、一部の港湾に航路が集中されている。

航路が開設された時期について見ると、１２航路（廃止された航路は含まない）が２０００年代に開設さ

れた航路である（表１）。２０００年代に高速船航路が急拡大した背景には、中国のWTO加盟を契機に

域内貿易や投資の拡大による貨物の輸送需要が大幅に増加したのが北東アジア諸国間を結ぶ高速船航

路の拡大に大きく関係している。２０１０年代にもすでに５航路が開設されており、最近では釜山新港－

東京（２０１３．９開設）と平澤－秦皇島（２０１４．６開設）が新たな航路として開設されており、京都舞鶴

－韓国浦項間のように高速船の定期航路開設に向けたトライアルが実施されるなど、新たな定期航路

の開設に向けた動きが活発化している。一方、利用客や貨物量の減少に伴い、経営破綻に追い込ま

れ、釜山－門司（２０１０．１２廃止）や光陽－下関（２０１２．１廃止）、神戸－天津新港（２０１２．８廃止）など

のように廃止される航路も相次いでいる。

図１ 北東アジアの定期高速船ネットワーク（２０１４年７月末現在）

出所：各社ホームページより作成。
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２．２ 高速船の貨物輸送能力の動向

本稿では、北東アジア地域に開設されている高速船航路の貨物輸送能力（週当たり）の動向を分析

するため、表１が示す北東アジアの高速船航路一覧から高速船航路別に就航している船舶の寄港頻度

及び積載能力を用い、１９９５年から５年ごとに各高速船航路の貨物輸送能力をそれぞれ算出した。算出

方法は、式（２．１）の積載能力と寄港頻度による算出法を用いて分析した。

船 名 航 路
船舶
規模
（G/T）

積載能力
運行
頻度

開設
年度旅客

（人）
貨物
（TEU）

韓中航路

ORIENTAL PEARL II 仁川⇔丹東 １６，５３７ ８００ １６０ 週３便 １９９８

M/V DA-IN 仁川⇔大連 １２，３６５ ４５０ １４２ 週３便 １９９５

ARAFURA LILY 仁川⇔営口 １２，３０４ ３９４ ２２８ 週２便 ２００３

XIN YU JIN XIANG 仁川⇔秦皇島 １２，０３４ ３４８ ２２８ 週２便 ２００４

XIANG XUE LAN 仁川⇔烟台 １６，０７１ ３９２ ２９３ 週３便 ２０００

HUADONG PEARL VI 仁川⇔石島 １９，５３４ １，０００ ２５３ 週３便 ２００２

ZIYULAN 仁川⇔連雲港 １６，０７１ ３９２ ２９３ 週２便 ２００４

N.G.B Ⅱ 仁川⇔威海 ２６，４６３ ７３１ ２９５ 週３便 １９９０

N.G.B Ⅴ 仁川⇔青島 ２９，５５４ ６６０ ３２５ 週３便 １９９３

MV. TIAN REN 仁川⇔天津 ２６，４６３ ８００ ２７４ 週２便 １９９１

YONG XIA 平澤⇔寧城 ２５，１５１ ７２０ ２６７ 週３便 ２００１

C-K STAR 平澤⇔連雲港 １４，９９１ ６６８ １９２ 週２便 ２００７

M. V. Grand Peace 平澤⇔威海 ２４，０００ ７５０ ２１４ 週３便 ２０１０

RIZHAO DONGFANG 平澤⇔日照 ２４，９４６ ６４０ ２３０ 週３便 ２０１１

STENA EGERIA 平澤⇔秦皇島 ２４，４１８ ５２３ ２８０ 週３便 ２０１４

M/V SHIDAO 群山⇔石島 １７，０２２ ７５０ ２０３ 週３便 ２００８

韓日航路

ニューかめりあ 釜山⇔博多 １９，９６１ ５２２ ２２０ 週７便 １９９０

はまゆう
釜山⇔下関

１６，１８７ ４６０ １４０
週７便 １９７０

星希 １６，８７５ ５６２ １４０

パンスタードリーム
スターリング・ワン
サンスタードリーム

釜山・釜山新港⇔大阪
２１，５３５
１７，０００
１１，８２０

６８１
－
－

２２０
１８４
２５８

週５便 ２００２

サンスタードリーム
スターリング・ワン

釜山新港⇔金沢・敦賀
（馬山経由）

１１，８２０
１７，０００

－
－

２５８
１８４

週２便 ２０１０

スターリング・ワン 釜山新港⇔東京 １７，０００ － １８４ 週１便 ２０１３

イースタン・ドリーム 東海⇔境港 １３，０００ ５３０ １３０ 週２便 ２００９

日中航路

上海スーパーエクスプレス 博多⇔上海 １６，３５０ － ２４２ 週２便 ２００３

ゆーとぴあ１・２ 下関⇔青島 ２６，９０６ ３５０ ２６５ 週２便 ２００２

ゆーとぴあ� 下関⇔蘇洲太倉 １４，２５０ － １４３ 週２便 １９８０

新鑑真号 大阪、神戸⇔上海 １４，５４３ ３４５ ２５０ 週１便 １９８５

蘇州号 大阪⇔上海 １４，４１０ ２７２ ２３０ 週１便 １９８０

表１ 北東アジアの定期高速船航路一覧（２０１４年７月末現在）

注：１．開設年度は各航路が開設された年度である。

２．平澤⇔日照航路の開設年度は、再開年度である（２００３年開設・２００８年運行中止）。

出所：仁川国際旅客ターミナル（http : //www.icferry.or.kr/pages）２０１４．７．２０及び各社ホームページより作成。
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TF ＝ CT × F （２．１）

TF：週当たりの貨物輸送能力（TEU／週）

CT：積載コンテナ個数（TEU）

F ：便数（便／週）

式（２．１）により、算出した各航路の週当たりの貨物輸送能力（TEU／週）の結果を航路別に示し

たものが図２である。図２に示すように北東アジア航路における高速船の貨物輸送能力は、１９９５年以

降、緩やかな右肩上がりの成長を見せていたが、２００１年に中国のWTO加盟を契機に、その輸送能力

は急拡大した。２０１４年７月現在、高速船の貨物輸送能力は１６，１５５TEU／週となっており、１９９５年（６，２８１

TEU／週）と比較して２．６倍に拡大しており、１９９５年から２０１４年までの年平均は５．１％の伸びとなって

いる。

航路別の週当たりの貨物輸送能力をみると、貨物輸送能力の伸びが顕在化しているのは韓中航路

で、１９９０年に初の国際定期フェリー航路が開設されて以来、両国間を結ぶ高速船の貨物輸送能力は持

続的に増加しており、年平均６．８％の伸びを見せ、北東アジアの３つの航路のうち、最も高い伸びを

見せている。一方、韓日航路と日中航路においても、２０００年まで横這であった貨物輸送能力が２０００年

以降から拡大傾向に転じ、２０００年から２０１４年までにそれぞれの航路で年平均４．２％と４．８％に伸びてい

る。しかし、日中航路においては、１９９０年から神戸と天津を結んでいた天津津神客貨輪船有限公司が

業績悪化などを理由に、２０１２年８月に神戸－天津新港間の高速船運航を中止したことを受け、日中航

路での高速船の貨物輸送能力は、同航路が開設されて以来、初めて減少傾向に転じた。

２．３ 高速船の貨物輸送形態（荷姿）

高速船の船舶構造は、車両が乗り込めるように船尾と船側に舷門が設けられていることから、大型

の重機やコンテナなどの貨物を貨物自動車やシャーシに積載したまま、積み降ろしができるという特

図２ 高速船による貨物輸送能力の推移

注：２０１４年は、７月末現在までのものである。

出所：各船社ホームページより作成。
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徴がある。このため、高速船によって運ばれる貨物の輸送形態（荷姿）も多様である。一般的に高速

船輸送においてもコンテナに貨物を積み込んで輸送するコンテナ輸送が多いが、コンテナに収まらな

いばら積み貨物を貨物自動車などに積載したまま輸送するバルク輸送も一定量が発生している。

北東アジア地域における高速船貨物の輸送形態を航路別に示したものが図３である。まず、韓中航

路では、高速船によって輸送される貨物の６２．９％をコンテナ貨物が占めており、３７．１％の貨物はバル

ク貨物として輸送されている。韓中航路で輸送される貨物には、コンテナ貨物のほかにも石材や建設

機械、活魚などのようにコンテナに収まらない貨物や半導体や電気・電子のように衝撃に敏感な貨物

の輸送量も多く、それらの貨物はバルク貨物として特殊車両２を利用して輸送されている。韓日航路

においても韓中航路と同様にコンテナ貨物が全体貨物のうち、５５．０％を占めており、４５．０％の貨物が

バルク貨物として輸送されており、同航路でも半導体製造装置や液晶製造装置、自動車部品、活魚な

どがバルク貨物として輸送されている。一方、日中航路においては、建設機械や鋼材類などの一部の

貨物を除いてほとんどの貨物がコンテナ貨物となっており、同航路の９２．５％をコンテナ貨物が占めて

いる。ずなわち、日中航路では、バルク貨物よりコンテナ貨物を中心とした輸送サービスが提供され

ていることから、コンテナ船との競合関係が必然的に強まっている。

２．４ 高速船の貨物輸送動向

北東アジアでは産業内分業の進展に伴い、国境を越えた定時納品やリードタイムの短縮などの輸送

ニーズが高まりつつある中、定時性や速達性に優れた高速船の利用が増えてきている。北東アジアに

おける高速船の貨物輸送量を見ると、２０１１年には６６３千 TEUに達しており、２００３～２０１１年まで年平均

１０．３％の成長率を見せている（図４）。航路別でみると、高速船の貨物輸送量が多い航路は、韓中航

路で２０１１年には過去最大の４７２千 TEUを記録した。一方、韓日航路と日中航路においては２０１１年の東

日本大震災の影響を受け、前年より減少となり、韓日航路が１０６千 TEU、日中航路が８５千 TEUを記

２ 特殊車両とは、特殊な貨物を輸送するために製作された車両で、北東アジア諸国間で活魚車やエアサス

ペンション車両、低温冷凍車、重量物輸送車両が特殊車両として利用されている。

図３ 航路別高速船貨物の輸送形態（２０１０）

出所：財団法人国際東アジア研究センター（２０１１）『国際フェリー・RORO船の物流基本調査』及び仁川発展研究院
（２０１２）『仁川・中国間カーフェリーを利用した複合輸送の活性化の方案研究』より作成。
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録したが（図４）、いずれの航路も２００３～２０１１年まで年平均成長率は、韓中航路が１２．２％、日中航路

が７．６％、韓日航路が６．０％と高速船の貨物輸送量は増加傾向を見せている。

しかし、北東アジアにおける高速船の利用率は、海上輸送全体のわずか９．４％に過ぎないのが現状

である。高速船による貨物輸送が活発化している EU圏では、高速船の利用率は５３％となるなど、高

速船が貨物輸送において重要な輸送手段となっている３。北東アジアは地勢学的に EUと非常に似て

いるにもかかわらず、近海貨物輸送において高速船のメリットが充分に活かされていない。

３．高速船輸送の競争力分析

藤本（２００１）は、「競争力をある企業が提供する個別製品あるいは製品群が、既存の顧客を満足さ

せ、かつ、潜在的な顧客を購買へと誘引する力」と定義している４。すなわち、物流業にとっては輸

送サービスに対し、荷主を満足させるとともに、潜在需要を引き起こす力ということができる。本稿

では、高速船の利用率が低い北東アジアにおいて高速船が第３の輸送モードとして荷主の潜在需要を

引き起こす競争力があるかをコンテナ船輸送との比較を通じて分析する。

３．１ 輸送費用の比較

まず、高速船輸送とコンテナ船輸送のコスト競争力について分析する。高速船の最大の特長は、ガ

ントリークレーンといった荷役機械を使わず、車両に貨物を積載したまま積み降ろしができるため、

荷役作業の効率化が図られ、THC（Terminal Handling Charge）やW/F（Wharfage）など港湾費用

３ 藤原利久・江本伸哉（２０１１）『シームレス物流が切り開く東アジア新時代－九州・山口の新星町戦略－』

西日本新聞社、６６頁。

４ 藤本隆宏（２００１）『生産マネジメント入門Ⅰ』日本経済新聞社、９３頁。

図４ 高速船による貨物輸送量の推移

出所：仁川港湾公社及び釜山港湾公社、博多・下関・大阪市港湾局資料より作成。
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の軽減につながる点である。すなわち、高速船輸送は、荷役作業の効率化により荷役コストを含む港

湾費用がコンテナ船輸送に比べて輸出側の平均では２９．２％、輸入側の平均では３５．０％程安くなってい

る。しかし、輸送料（運賃）においてはコンテナ船輸送より高速船輸送の方が２倍ほど高くなってい

る。そのため、トータルコストでは、航路別に多少の差はあるものの、高速船輸送がコンテナ船輸送

より高くなっている。これを航路別にみると、日中航路（上海－大阪）でのコスト格差が最も大き

く、その格差は２０ftコンテナ１個当たりの輸送費用（港湾費用と輸送料（運賃）をいう）はコンテナ

船輸送と高速船輸送の間で約８万円の差があり、コンテナ船輸送との価格競争において厳しい状況に

あることが推察できる（図５）。韓日航路（釜山－大阪）と韓中航路（仁川－青島）においては、日

中航路ほどの輸送費用の格差はないものの、この航路においても高速船輸送のコスト競争力はコンテ

ナ船輸送に比べて相対的に低いことが推察できる。

３．２ 輸送時間の比較

時間競争力についてみると、東北アジア航路に就航している高速船の多くが２０ノット以上と航行速

度が速い。また、車両に貨物を積載したまま荷役ができることから、荷役にかかる時間が短いのが高

速船輸送の大きなメリットとなっている。荷役時間においては、船社によって多少異なるが、コンテ

ナ９０個の荷役にかかる時間は約１時間程度であり、貨物の荷役から搬出までの所要時間（通関含む）

はわずか半日程度でターミナルからの搬出が可能である。一方、コンテナ船からの荷役には、ガント

リークレーンが必要であり、その１基が１時間で処理できるコンテナは２０～３０個であり、貨物の荷役

から搬出までの所要時間も最大で約２日の時間かかる。このように時間競争力においては高速船輸送

がコンテナ船輸送に比べて競争優位にある。

図５ 北東アジア各航路の高速船輸送とコンテナ船輸送の輸送費用比較

注：港湾費用は、THC＋W/F＋DOCなどの合計値である（通関料は含まない）。
出所：高速船は事業者ヒアリング及び船社ホームページ、コンテナ船は IT－SILKROAD Ltd．

（http : //itsilkroad.com/tcs/tcs/）２０１３．８．２０より作成。
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北東アジア各航路における輸送モード間の時間差を見ると、高速船輸送を利用することで輸送時間

（港湾処理時間（通関＋荷役）と航行時間をいう）が最も短縮できる航路は、日中航路（上海－大阪）

で、高速船輸送（５２．３時間）がコンテナ船輸送（１９８．５時間）に比べて１４６．３時間（約６日）が短い。

韓日航路（釜山－大阪）と韓中航路（仁川－青島）においても高速船輸送を利用した場合の輸送時間

が短く、それぞれ１３６．５時間（約６日）、１０５．０時間（約４日）の時間短縮効果があることから、これ

らの航路において高速船輸送の時間競争力はコンテナ船輸送に比べて競争優位にあることが推察でき

る（図６）。

３．３ 定時性の比較

輸送サービスの評価尺度の一つである定時性については、コンテナ船輸送がアジア航路においては

約８７％（２０１２）であったのに対し、高速船輸送の定時性は９４％（２０１２）とコンテナ船に比べ、８ポイ

ント高くなっている。それを航路別で見ると、高速船輸送の定時性が高い航路は韓日航路で９８％の定

時性を見せており、次に韓中航路が９６％、日中航路が８９％となっている。これらの航路におけるコン

テナ船輸送の定時制は、８２～９１％と高速船輸送とは大きな差がないように見受けられる。しかし、コ

ンテナ船輸送の定時性は、最初に寄港する仕向け地への到着が予定時刻の２４時間以内であれば定時到

着と見なしているのに対し、高速船輸送の場合は、約２～６時間以内を定時到着と見なしていること

から、高速船輸送の基準で比較した場合、定時性は高速船輸送の方が競争優位にあることが推察でき

る。

４．高速船輸送の利用促進に向けて

近年、北東アジア諸国は経済依存関係が緊密化しており、域内の物流が重要な役割を担っている

中、北東アジアの経済活動を支える物流において物流コストの削減や、生産・販売計画に対応するた

めのリードタイムの短縮や定時性の確保などが重要な課題となっている。こうした課題を克服する輸

図６ 北東アジア各航路の高速船輸送とコンテナ船輸送の輸送時間比較

注：各輸送モードの輸送時間は、貨物の CYカット時間からターミナル搬出時間である。
出所：事業者ヒアリングより作成。
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送モードとしてコンテナ船輸送よりもリードタイムが短く、航空輸送よりは輸送費用が安い輸送サー

ビスを提供する高速船輸送が注目されてきた。しかしなから、その期待とは裏腹に高速船輸送の利用

比率は、わずか９．４％（２０１１年）と低い水準にとどまっている。その背景として、高速船航路が開設

されている港湾が限られていることや、高い運賃などが大きな原因である。日本国内で国際高速船の

定期航路が開設されている港湾は、博多港と下関港、大阪港、神戸港、境港、敦賀港、金沢港、東京

港に限定されている。この数は決して少ない数ではないが、博多港と下関港、大阪港を除く他の港湾

は、開設されている高速船航路が１ヵ国に限定されており、航路が開設されている国以外への輸送は

できず、近場の港湾から高速船を利用することができないケースも多い。また、運航している便数も

週に１～２便と少なく、利便性が低いことが高速船の利用低下につながっていると考えられる。

高速船利用を活性化させるためには、利便性を向上させることが重要な課題であるといえよう。そ

の向上には、多様な高速船航路を開拓し、輸送サービスを提供することが必要である。ただし、高速

船航路を開拓していく上で、前提条件となるのは十分な貨物量の確保による航路の安定化を図ること

である。高速船を運行する船社は、収入の約６０～７０％（内、RORO船は１００％）を貨物輸送から得て

いることから、新規航路を開拓する際には、まとまった貨物量が確保できることが重要である。十分

な貨物量の確保できなければ、船社の収入は低下し、運休または航路の廃止に追い込まれることにな

る。航路が廃止になれば、高速船輸送の中長期的な貨物輸送モードとしての安定性は失われ、生産計

画や販売計画と輸送を連動させている荷主からの信頼も低下してしまう。そのため、十分な貨物量の

確保による安定と多様な航路の開拓が高速船の利用促進において重要である。また、貨物を車両に積

載したままの状態で搬出入可能な高速船の利点を活かした貨物自動車の相互通行の導入も必要であ

る。貨物自動車の相互通行は、船舶への積み込みまたは積み下ろしの際に発生する衝撃振動を抑制す

ることで国内輸送と同様の包装で国際輸送が可能になり、高速船が持つ時間競争力に加え、物流の効

率化にもつながるなど、高速船の利用促進を推進する上で、最大の武器となるものと考えられる。

５．おわりに

本稿では、北東アジア域内の国際輸送において高速性や定時性、多頻度輸送などといった輸送ニー

ズに対応するための輸送モードとして高速船輸送に着目し、その利用実態を把握するとともに、北東

アジア物流の担い手としての競争優位性をコンテナ船輸送との比較を通して分析した。その結果、港

湾費用を含む輸送費用においては、高速船輸送よりコンテナ船輸送が競争優位にあるが、輸送時間と

定時性においては、高速船輸送がコンテナ船輸送に比べて圧倒的な競争優位性を持っていることが明

らかになった。すなわち、コンテナ船輸送より輸送時間と定時性において圧倒的な競争優位にある高

速船輸送は、リードタイムを重視する高度なサプライチェーンの構築を目指す荷主企業に対してコン

テナ船輸送より競争力を発揮できるであろう。

北東アジアにおける高速船輸送の更なる競争力強化において注目されているのが２００６年に創設され

た韓日中物流大臣会合で議論されている海陸複合一貫輸送である。それは、他国シャーシ等の相互乗

入れにより北東アジア諸国間のドア・ツウ・ドアサービスを提供するものである。同サービスは EU

ですでに実施されており、EUにおける高速船輸送の競争力強化に大きく貢献してきた。北東アジア

においても高速船輸送の特性を最大限に活かせる海陸複合一貫輸送が実現されれば、航空輸送とコン

テナ船輸送に継ぐ第３の輸送モードとしての発展可能性が高い。そのため、高速船輸送の更なる競争

力強化につながる他国のシャーシなどの共用化の動向に注目したい。
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